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《戦略の特徴》

① 株主の利害を第一とする高い経営力を有する経営陣が経営する企業

② 長期的に本源的価値が増大すると見込まれる企業

③ 上記①、②に該当する企業の中で、ハリスが独自に算出した本源的価値(ハリス

が考える本来あるべき株価)に対して株価が著しく割安に放置されている株式

④ こうした株式20～30銘柄程度に厳選投資

R&Iファンド大賞2021 受賞 「ハリス 日本株式」

運用実績: 2011年9月～2021年12月

運用戦略名: ハリス 日本株式
部門名: 確定給付年金 / 国内株式バリュー部門

お問い合わせはこちらまで → Harris_nihonkabu@natixis.com

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は
将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外
の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

ハリス日本株
437*

TOPIX
325*

* リターンはすべて報酬控除前、分配前の数字です。

ハリス日本株式 15.36%

TOPIX 12.08%

超過収益 3.28%

TE 5.77%

IR 0.56

運用開始来(年率*）
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《ご留意いただきたい事項 》

当資料は、ナティクシス・インベストメント・マネージャーズ株式会社（以下、「当社」といいます。）が作成したものであり、日本国内の機関投資家に対する情報提供を目的としています。当資
料は、投資助言の提供、有価証券の取引の勧誘を意図するものでも、法務・会計・税務の助言の提供を意図するものでもありません。当資料は、過去のパフォーマンスや将来のリターンを示
唆するものでもなく、当資料の内容の正確性、完全性及び適合性は保証されていません。したがって、当資料に基づきとられたいかなる行動の結果についても当社は一切責任を負いません。
契約の締結や投資判断の際には、必ず該当する契約書・説明書類等の関連書類を熟読の上ご判断下さい。当資料の記載内容、データ等は入手可能であった情報に基づくものであり、今
後予告なしに変更されることがあります。当資料の複写、転載及び第三者への提供については、当社の事前の書面同意なくこれを行うことは固くお断りいたします。

商号等： ナティクシス・インベストメント・マネージャーズ株式会社 (金融商品取引業者) 
登録番号： 関東財務局長(金商)第425号
加入協会： 一般社団法人 日本投資顧問業協会、一般社団法人 投資信託協会、一般社団法人 第二種金融商品取引業協会

運用報酬等：
当社の投資一任サービス（投資一任契約に係る運用財産が私募投資信託を取得する場合を含みます。以下同じ。）をご利用になる場合の 当社の報酬については、投資一任契約にお
いて実施される投資戦略、投資対象などの組み合わせ及び運用資産の規模等により異なります ので、その上限又は計算方法を表示することが出来ません。 また、当社の投資助言サービス
をご利用になる場合の当社の報酬は、助言の前提（投資戦略、投資対象などの組み合わせ及び運用資産の 規模等）により異なりますので、その上限又は計算方法を表示することが出
来ません。

ご負担頂く費用等：
当社の投資一任サービスをご利用になる場合、上記の運用報酬の他、有価証券等の保管に係る費用、売買委託手数料等をお客様にご負担 いただくことがあります。ファンド形態の有価証
券（投資信託の受益証券等）を組み入れる場合には、当該ファンドにおける運用報酬や 有価証券保管費用・売買委託手数料等もお客様のご負担となります（複数階層のファンド組入
れとなる場合も同様。）。これらの費用に ついては、投資一任契約において実施される投資戦略、投資対象などの組み合わせ及び運用資産の規模等により異なりますので、各費用 の上
限額又は計算方法並びに運用報酬を含めた合計額又は計算方法を表示することが出来ません。 なお、お客様にご負担いただく運用報酬・費用等に消費税が課税される場合、当該課税
額もお客様のご負担となります。

リスク情報：
投資一任契約に基づく運用は、主に国内外の株式や債券などの値動きがある有価証券を投資対象（投資一任契約に係る運用財産が私募投 資信託を取得する場合において、当該私
募投資信託による投資の対象となるものを含みます。以下同じ。）としており、投資元本が保証 されていないため、当該資産の市場における取引価格や評価価格の変動や為替の変動及
び金利水準の変動等により、運用資産の価値が変動します。従って、当社がお客様から受託した資産の当初の元本額を下回ることがあり、さらに元本を超えて損失を被るおそれがありま す。
投資一任契約の投資対象は、個別の投資一任契約毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、 リスクの内容や性質が異なります。

株式の価格は株式相場の変動等により変動することがあります。この結果、取得・換金のタイミング次第で元本欠損となることがあります。

債券の価格は、一般に、金利の変動により上下します。また、発行者の信用状況・市場・経済の状況の変化等によって変動することがあります。この結果、取得・換金のタイミング次第で元
本欠損となることがあります。

外貨建ての株式、債券、投資信託等は、一般に取得時にその外貨を買付け、換金時などに取得外貨を売却し円貨を取得します。その間、 為替相場の変動によっては、外貨額に変動が
なかったとしても、取得・換金のタイミング次第で円貨において元本欠損となることがあり ます。

上記に記載しているリスクや費用項目については、一般的な投資一任契約 及び投資助言契約を想定しております。投資一任契約及び投 資助言契約に係るリスクや費用は、個別の投
資一任契約及び投資助言契約により異なりますので、ご契約にあたっては、契約締結前交付 書面及び契約締結時交付書面をよくお読み下さい。


